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国大協広報誌「国立大学」別冊19号（2021）

 1. 学　生　	 多様な分野の人材を地域で育成

2. 教　育　	 社会に開かれた質の高い高等教育を提供

3. 研　究　	 学術研究の基盤を支え、その発展をけん引

4. 産学連携　	 企業等との連携により新たな価値を創造

5. 国際化　	 世界に開かれる国立大学の教育・研究

6. 教職員　	 一人ひとりの果たす役割が大学を支える

 7. 附属病院　	 最先端医療の提供と地域医療の最後の砦

8. 新型コロナウイルス感染症　国立大学が取り組む新型コロナウイルス感染症対応
9. 財務状況　	 運営から経営への転換に向けた努力
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86大学
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795大学

（出典）文部科学省「学校基本調査」
（各年度）より国立大学協会事務局作成

公立
94大学

私立
615大学
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一般運営費交付金 特別運営費交付金 附属病院運営費交付金 特殊要因運営費交付金

9. 財 務 状 況
運営から経営への転換に向けた努力

予算総額は2017年度以降維持しているものの、教育・研究活動の基盤となる基幹経費の額は2004年の法人化以降大きく減少している
（9-1）。決算では、経常収益のうち運営費交付金収益の割合は減少、診療報酬等の附属病院収益の割合が増加（ただし、消費税増税等
により利益率は悪化）（9-2）、また、経常費用のうち診療経費の割合が増加、業務の効率化等により人件費・管理費を抑制している（9-3）。

2016 912 920

2019 9,315 704 952

2020 9,220 647 940 264

2021 9,272 637 881

2017 9,092 861 97345

基幹経費 機能強化経費 機能強化促進費 特殊要因運営費交付金 ⾼等教育修学⽀援新制度の授業料等減免分(内閣府計上 )
（注 3）単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある
（出典）文部科学省「国立大学関係予算（案）の概要」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（注 1）2019年度以降は、機能強化経費の一部及び機能強化促進費が基幹経費化
（注 2）2020 年度の264億円は高等教育修学支援新制度の授業料等減免分(内閣府計上 )

2004

2012

2008

2015

2,0000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

2,0000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

（単位：億円）（年度）

9,785 741 581 1,305

9,427 790 308 1,288

9,192 795 958

9,304 1,000 99963

2018 9,078 849 95489

9-1　予算（国立大学法人運営費交付金等）

教育経費 研究経費

診療経費（病院人件費を含む）
受託研究費等

一般管理費人件費（附属病院以外）

（単位：億円）

（単位：億円）

7,235
30.6％

1,836
7.8％

10,098
42.7％

（出典）文部科学省「国立大学法人の平成 16 年度財務諸表について」及び文部科学省「国立大学法人等の令和元事業年度決算等について」より国立大学協会事務局作成

(出典 )文部科学省「国立大学法人の平成 16 年度財務諸表について」及び文部科学省「国立大学法人等の令和元事業年度決算等について」より国立大学協会事務局作成

2,926
9.2％

1,653
5.2％

13,069
40.9％

1,656
5.2％ 10,191

31.9％

2,469
7.7％

9-3　決算（経常費用）（2004年度・2019年度）

9-2　決算（経常収益）（2004年度・2019年度）

10,617
32.8％

4,523
14.0％

1,816
5.6％

3,456
10.7％

11,966
37.0％

運営費交付金収益

附属病院収益

学生納付金収益

競争的資金等 その他

11,654
47.7％

1,936
7.9％

1,059
4.3％

3,560
14.6％

6,245
25.5％

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある

2,332
9.9％

1,039
4.4％

1,082
4.6％

2004年
24,454

2019年
32,378

2004年
23,622

2019年
31,964

12,412

11,813

11,366

10,945

10,945

10,971

10,971

10,971

11,070

10,790

9,113
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1-4　国立大学における学生の男女比率

1-3　分野別学生比率

1-1　課程別学生数 1-2　地域別学生数（学部生+大学院生）

（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を
　　　「三大都市圏」とする

（出典）文部科学省「学校基本調査」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成

（単位：人）

1. 学　生
多様な分野の人材を地域で育成

修士課程の約 60%、博士課程の約 70％が国立大学の学生であり（1-1）、分野別にみても多様な分野で高
度な大学教育を提供している（1-3）。また、国立大学の全学生数のうち約 65％は三大都市圏以外の学生
であり、地域における人材育成も担っている（1-2）。

（注1）「修士課程」の学生数には、修士課程及び博士前期課程（医歯学、薬学（修業年限 4 年）、
　　　獣医学関係以外の一貫制課程の 1・2 年次の課程を含む）の学生数が含まれる

（注２）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校基本調査」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成

2-1　教育関係共同利用拠点

（出典）文部科学省公表資料より国立大学協会事務局作成
（注）2020 年 7 月 21 日現在

（注 1）正規授業として実施しているプログラム
（注 2）今年度秋頃更新予定
（出典）文部科学省「開かれた大学づくりに関する調査研究」
             （平成 29 年度 ）より国立大学協会事務局作成

（注 1）公開講座を「開設した」と回答した大学のうち、受講者数の記入
があった大学の回答を集計　（注 2）今年度秋頃更新予定

（出典）文部科学省「開かれた大学づくりに関する調査研究」（平成29年度）
　　　より国立大学協会事務局作成 

55.9 3,158

9.5

1,938

26.1

2,383

国立 公立 私立 国立 公立 私立

（単位：件） （単位：人）

2. 教　育
社会に開かれた質の高い高等教育を提供

教育関係共同利用拠点のほとんどを国立大学が占めており、多様な分野における大学教育発展のための全
国的拠点としての役割を担う（2-1）とともに、質が高く充実した教育環境を整備している（2-2、2-3）。また、
社会人学生数は増加しており（2-4）、リカレント教育にも積極的に取り組んでいる（2-5 ～ 2-7）。
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3,500
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0
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2-2  学生100人当たりの
教員数

私立大学 2

60
拠点 国立大学

58

（出典）文部科学省「学校基本調査」（令和 2 年度）より
　　　  国立大学協会事務局作成

169.1
153.8

97.1

（単位：冊）

国立 公立 私立
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（出典）文部科学省「学術情報基盤実態調査」（令和 2 年度）及び
　　　「学校基本調査」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成
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2-6　社会人の学び直しに関する
プログラム件数（1大学当たりの平均）

2-7　公開講座の年間受講者数
（1大学当たりの平均）

（出典）文部科学省『学校基本調査』（各年度）より国立大学協会事務局作成

修士課程 専門職学位課程博士課程
2004 2012 2020

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（単位：人）

（年度）

1,034

8,420

12,350
18,390

7,488

21,227

6,146

2,460
2,967

21,804

28,338
30,340

2-4　国立大学大学院における
社会人学生数

◎拠点の種類

2-3　学生1人当たりの
蔵書冊数

（出典）文部科学省委託「 開かれた大学づくりに関する調査研究」( 平成 29 年度 )より国立大学協会事務局作成 

93.0

67.2
63.4

国立 公立 私立

100%

80%

60%

40%

0

20%

2-5　社会人の学び直しに
関する取組の実施率

500

3,000

2,000

1,000

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校基本調査」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成
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86.8％

58.1％

5.0％

54.6％

5.6％

67.7％

1.3％

76.6％

6.0％

62.1％

5.9％

74.2％

8.6％

94.6％

3.6％

87.4％

8.1％

87.8％

4.9％ 4.6％

20％

国立 公立 私立

男性 女性

国立 公立 私立

学部

学部

大学院

大学院

8.3％ 7.7％

37.0％
32.0％

39.8％

17.3％

31.0％

17.4％

100％

80％

60％

40％

0％

55.9％
17.9％

12.0％

3.7％
21.7％

27.2％

69.3％

28.8％

11.3％

31.4％

57.5％ 55.1％

3.7％

7.7％ 0.9％

5.1％

5.6％

6.0％

26.7％

16.0％

20％
40.4％

25.1％

74.4％

65.1％

84.3％

57.3％

100％

15.8％

77.4％

28.9％

67.7％

4.5％1.8％

100％

（注１）「修士課程」、「博士課程」、「専門職学位課程」の学生数の合計
（注２）「修士課程」の学生数には、修士課程及び博士前期課程（医歯学、薬学（修業年限 4 年）、
　　　獣医学関係以外の一貫制課程の 1・2 年次の課程を含む）の学生数が含まれる

（注3）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校基本調査」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成

（注 1）社会人の学び直しとは、公開講座や正規授業等を通して実施され、主に「受講者が、現在の
仕事・職業や今後の就職や転職などに役立つ専門知識や能力を身につける」「受講者個人の仕事に関
する今後のキャリア形成に資する」ことを目的とする取組（「人材認証制度」や「法令に根拠のある資
格取得のための講習」も含む（教員免許更新講習や FP 技能士等））。（注 2）今年度秋頃更新予定。（出典）文部科学省「学校基本調査」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成
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36.8％63.2％ 29.7％70.3％

学士課程 （単位：人）
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58.5％
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67.5％

7,401
39.2％
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2,048,716
78.1％

55,878
34.9％

19,237
25.3％
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56.9％

139,694
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6.7％

5,222
6.9％

747
4.0％

修士課程

博士課程

専門職学位課程

国立 公立 私立

国立 （単位：人）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

210,157
35.7％

57,581
36.8％

1,615,183
75.7％

377,012
64.3％
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63.2％

519,387
24.3％

公立

私立

国立 三大都市圏 三大都市圏以外

公立 三大都市圏 三大都市圏以外

私立 三大都市圏 三大都市圏以外
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3. 研　究
学術研究の基盤を支え、その発展をけん引

科研費の採択件数、採択率、配分額はともに高い水準にある（3-1）。また多様な分野における全国的・国
際的研究拠点として学術研究の発展に貢献し（3-2）、国際的に注目度の高い研究論文も多く産出している
（3-3）。一方、電子ジャーナルの価格上昇等により、研究環境の維持が困難な状況にある（3-4）。

3-3　Top10% 補正論文数

（出典）日本学術振興会「研究者が所属する研究機関種別 配分状況表（令和 2 年度 新規採択分）」より国立大学協会事務局作成

その他
3,331
11.6％

その他
11,000,730
12.8％

私立大学
8,445
29.6％

私立大学
17,565,080
20.4％

公立大学
2,230
7.8％

公立大学
4,924,400
5.7％

28,569
件

86,105,890
千円

3-1　科学研究費補助金（2020 年度新規採択分）

採択件数 配分額

3-4　1 国立大学当たりの電子ジャーナルの利用可能種類と
自然科学系分野別電子ジャーナルの平均単価

（出典）文部科学省「学術情報基盤実態調査」（各年度）及び大学図書館コンソーシアム連合
　 　　（JUSTICE）公表資料より国立大学協会事務局作成

11,000

10,000

9,000

8,000

0
2016 2017 20192015 2018 2020

（単位：種類）

（年度）

2,500

2,250

2,000

1,750

0

（単位：USドル）

利用可能種類（合計） 自然科学系分野別電子ジャーナル平均単価

採択率
国立大学
14,583
51.0％

（注1）全分野における 2015 年から 2017 年の平均値
（注2）割合については、値を四捨五入しているため、
　　　各区分の合計が 100％にならない場合がある

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所
 　　　「科学研究のベンチマーキング 2019」より 国立大学協会
            事務局作成

その他
345
8.8％

企業
172
4.4％

国立研究
開発法人等
609
15.5％

私立大学
553
14.1％

公立大学
167
4.3％

3,927
タイトル 国立大学

2,081
53.0％

公立大学 10

ネットワーク型 6

100
拠点

（注）2021 年 4 月 1 日現在
（出典）文部科学省公表資料より国立大学協会事務局作成

うち、6 拠 点は 国
際共同利用・共同
研究拠点に認定

国立大学
67

国立大学
52,615,680
61.1％

3-2　共同利用・共同研究拠点　国際共同利用・共同研究拠点

私立大学 17

合計	 27.4％
国立	 29.7％
公立　 27.0％
私立	 24.7％
その他 26.3％

4-1　大学における民間企業等からの
研究費受入額（2019年度）

4-3　民間企業等との
共同研究実施件数

個別実績上位３０大学の内訳

4-4　民間企業等との
共同研究費受入額

個別実績上位３０大学の内訳

4-5　同一都道府県内中小企業との
共同研究実施件数　
上位３０大学の内訳

4-6　知的財産権等収入額 4-7　国立大学における寄附金受入額

4-2　国立大学等における民間企業等との
共同研究・受託研究の実施件数及び研究費受入額

（注）共同研究、受託研究を合計した額
（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（令和元年度）より
　　　　国立大学協会事務局作成

（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする
（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（令和元年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（各年度）より国立大学協会事務局作成 （出典）文部科学省提供資料（国立大学の財務諸表等）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（各年度）より国立大学協会事務局作成

私立大学等
20,543
21.8％

公立大学等
4,706
5.0％

公立大学
1

公立大学
1

私立大学
3

私立大学
5

私立大学
2

国立大学
（三大都市圏）

10

国立大学
（三大都市圏）

10

国立大学
（三大都市圏）

9
国立大学

（三大都市圏以外）
16

国立大学
（三大都市圏以外）

15

国立大学
（三大都市圏以外）

18

（単位：百万円）
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20192015
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14,578
受入額

（共同研究）
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（単位：千円）

（年度）
（年度）

（単位：百万円）

（単位：億円）

（単位：件）

4. 産 学 連 携
企業等との連携により新たな価値を創造

民間企業等との共同研究・受託研究において、研究費受入額の７割以上を占めており（4-1）、実施件数及び受入額は年々
増加している（4-2）。特に地方国立大学において、民間企業等との共同研究を活発に実施している（4-3 ～ 4-5）。また、
各大学の努力により知的財産権等収入額は大きく増加し（4-6）、寄附金受入額も毎年安定的に確保している（4-7）。

国立大学等
68,988
73.2％

現物寄附以外 現物寄附

62,831

3,906

26,522

2,874

36,718

378

917

1,294

1,857,057

2,740,763

5,144,906

318

762

1,080
448

865

1,313

363

810

1,173
346

896

1,242

（年度）

1,610,304

2,202,490

4,216,508
209,551

453,896

751,663

37,202

84,377

176,735

国立大学 公立大学 私立大学

20,000

10,000 11,000

6,157
24,034

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある

2,457
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（出典）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査結果」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「学校基本調査」
　　　（各年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）国立大学協会「国立大学における教育の国際化
　　　　の更なる推進について」フォローアップ調査結果
　 　　（各年度）より国立大学協会事務局作成

（注）2013 年度以降は海外留学者数（日本人学生に限る）の割合。分母は【同年 5 月 1 日時点の総学
　　生数（国立大学協会調査）- 外国人留学生数】

（出典）国立大学協会「国立大学における教育の国際化の更なる推進について」フォローアップ調査結果（各年度）より国立大学協会事務局作成

私立大学
46,783
29.5％

私立大学
5,386
15.5％

独立行政法人等
4,374
12.6％

独立行政法人等
18,908
11.9％

高等専門学校
1,200
0.8％

高等専門学校
101
0.3％

公立大学
8,748
5.5％

公立大学
918
2.6％

35,000

30,000

15,000

10,000

5,000

0
2014 2017 2020

21,791

5-1　海外からの留学生数

5-2　国立大学における海外への留学者数・比率 5-3　国立大学における
外国人教員数（本務者）

5-4　国立大学における
英語での授業実施科目数

5-5　海外からの受入研究者数 5-6　海外への派遣研究者数

（単位：人）
（単位：科目数）

5. 国 際 化
世界に開かれる国立大学の教育・研究

海外からの留学生数、海外への留学者数は毎年増加しており、特に大学院においては外国人留学生の 6
割以上を国立大学で受け入れている（5-1、5-2）。外国人教員数、英語による授業数も年々増加している（5-3、
5-4）。また、多くの研究者を受入・派遣している（5-5、5-6）。

30,000

25,000

20,000

5,000

0

15,000

10,000

20192014 20162013 2015 2017 2018

5％

6％

7％

4％

1％

0

3％

2％

2010 2015 2020

1,770

2,574

3,500

3,000

0

（単位：人）

（注１）2019 年度の調査結果
（注２）短期・中期・長期派遣の合計数
（注 3）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「研究者の交流に関する調査報告書」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成

（注１）2019 年度の調査結果
（注２）短期・中期・長期受入の合計数
（出典） 文部科学省「研究者の交流に関する調査報告書」（令和 2 年度）より国立大学協会事務局作成

国立大学等
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国立大学等
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25,000
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6,758
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10,251

5.4
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22,429

18,853

7,802

4.7
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70,000
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9,674

（単位：人）

（年度）

（年度） （年度） （年度）

（年度）

1,6111,836

63,940

1,755

53,266

1,495

9,931 10,844 11,770 10,596

57,475 67,624

60,520

77,546

学部

32,666

39,749 39,979
46,37350,000

30,000

20,000

10,000

0
2008 2011 2014 2017 2020

11,103
13,099 13,590

15,290
17,927

（単位：人）

40,000

20,247 24,64624,937 29,174 32,800

1,316
1,713 1,743

1,909
2,329

大学院

53,056

3,233
30,024

12,796

80,000 60,000

35,000

2,500

2,000

（注）2020 年 5 月 1 日現在の値
（出典） 国立大学協会「国立大学における男女共同参画の実施に関する追跡調査（第 17 回）」（2020 年 12 月 3 日）
　　　  より国立大学協会事務局作成 （出典）文部科学省「大学等における産学連携等

　　　　実施状況について」（各年度）より国立大
　　　 学協会事務局作成

（出典）文部科学省公表資料より国立大学協会
　　　　事務局作成

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校基本調査」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「国立大学法人等の役職員の給与等の水準」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（注）教員数は、本務者を示し、兼務者を含まない
（出典）文部科学省「学校基本調査」（各年度版）より国立大学協会事務局作成

6-1　国立大学の教員数（年齢別）

6-4 国立大学等におけるクロスアポイントメント制度実施状況

6-5　国立大学の職員数（職務別）

6-2　国立大学における教員の男女比率

6-3　年代別国立大学における任期付き教員比率

6-6　国立大学における教職員人件費
（常勤・非常勤）

（年度）

（年度） （年度）

（年度）

（単位：億円）（単位：人）

（単位：人）

（年度） （年・月）

（単位：人）

（単位：人）
導入率 適用人数

2004

40歳以上

2004 2007

2020 2019

2004

40歳未満

2020

0％ 20％ 60％ 80％ 100％40％

0％ 20％ 60％ 80％ 100％40％

2016 20182017 2019 2015.4 2019.10

0％ 20％ 60％ 80％ 100％40％ 0％ 20％ 60％ 80％ 100％40％

0％ 20％ 60％ 80％ 100％40％

1,421
2.3％

17,054
27.7％

20,131
32.7％

16,235
26.4％

6,651
10.8％

57.4％49.6％

42.6％

913
1.5％

13,455
20.9％

22,064
34.2％

18,826
29.2％

9,262
14.4％

9,362
81.4％

23,991
43.2％

29,419
34.3％

7,955
14.3％

7,075
8.3％

22,253
40.1％

585　1.1％

443　0.5％

761　1.4％

705　0.8％

48,005
56.0％

8,875
66.3％

2,146
18.6％

4,503
33.7％

常勤役職員給与、報酬等支給総額 非常勤役職員等給与等支給総額

30歳未満 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上

技術技能系 医療系 教務系 その他事務系

任期無し 任期付き

78.0％

89.2％
54,337

81.8％
52,442

46.0％

22.0％

10.8％
6,560

18.2％
11,634

54.0％

100％

80％

60％

40％

20％

0％

700

400

500

600

300

200

100

0
92

656

6. 教 職 員
一人ひとりの果たす役割が大学を支える

2004年の法人化以降、若手（40 歳未満）の教員比率が減少し（6-1）、現在その約半数が任期付き雇用となっている（6-3）。一方、女
性教員比率は増加し（6-2）、クロスアポイントメント制度の活用促進等、人事改革が進んでいる（6-4）。職員においては、附属病院の
業務拡大等により医療系職員の比率が大幅に増加している（6-5）。役職員人件費のうちの非常勤役職員の比率が増加している（6-6）。

2019

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校教員統計調査」（各年度）より国立大学協会事務局作成

93.6％

40,000

30,000

10,000

国立 公立 私立

国立 公立 私立 国立 公立 私立

国立 公立 私立
男性 女性

65,86568,901
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7-5　国立大学附属病院における
医療機器等の整備状況

8-２．国立大学における新型コロナウイルス
感染症のワクチン接種への対応

8-1．国立大学における新型コロナウイルス
感染症関連の主な研究活動

7-3　特定機能病院

7-4　国立大学附属病院における政策医療指定状況

（注1）2020 年 12 月 1 日現在　
（注2）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする
（出典）厚生労働省「特定機能病院一覧」より国立大学協会事務局作成

( 注 1)2020 年 9 月現在 ( 注 2) 対象：42 国立大学病院 ( 医系本院 )
( 出典 ) 文部科学省提供資料より国立大学協会事務局作成

( 出典 ) 国立大学病院長会議提供資料より国立大学協会事務局作成

国立大学附属
42

48％

三大都市圏
7

8％

三大都市圏以外
35

40％

その他
8

9％

公立大学附属
8

9％

私立大学附属
29

34％

7. 附 属 病 院
最先端医療の提供と地域医療の最後の砦

手術件数の増加及び平均在院日数の短縮等の経営努力により、診療報酬請求額の増加につながっている（7-1、7-2）。また、
高度医療を提供する地域の中核病院として、特定機能病院の承認のほか、臨床・研究・災害支援など様々な指定を受けている
（7-3、7-4）。一方、医療機器等設備の老朽化が進み、病院機能の低下が懸念される（7-5）。

8. 新型コロナウイルス感染症
国立大学が取り組む新型コロナウイルス感染症対応

国立大学は、新型コロナウイルス感染症関連の研究活動（8-1）及びワクチン接種への対応（8-2）に取り組み、社会へ知を還元し、
地域の負担軽減及び接種の加速化を図り、感染症の収束へ寄与している。

86
病院

（出典）文部科学省提供資料より国立大学協会事務局作成 ( 出典 ) 国立大学病院長会議提供資料より国立大学協会事務局作成

①取得原価
(機械装置、工具器具備品)
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15,014

16,396
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17,96218,000

17,000
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14,000

（単位：千人）

2019

外来患者延数の推移
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65.2

68.0 70.2

74.2
75.2

76.6 76.3
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平均在院日数の推移

医療機器の更新間隔に対する老朽化度の目安

医療機器等老朽化度

16

14

7-1　国立大学附属病院における外来患者延数・
手術件数の推移・平均在院日数
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（単位：件）
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手術件数の推移
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7-2　国立大学附属病院に
おける診療報酬請求額の推移

6,865

7,4987,264
7,650

7,967
8,176
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（単位：億円）
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7,143

4,000

3,000
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（単位：億円）
9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000
2019

3,500

2,500

1,500

1,000

1,364

4,743

5,758

3,681
8,194

7,000

6,000

5,000

3,000

4,479

5,261
4,939

5,678
5,989

6,261
6,483

②減価償却累計額
(機械装置、工具器具備品)

全世界に約 20,000 校ある高等教育機関のうち、研究力に関す
る評価基準を満たした1,526 校の中で、日本はアメリカに次いで
116 校がランクインしており、そのうちの57 校が国立大学である。

（出典）Nobel Prize. Org のウェブサイトより国立大学協会事務局作成

英国・THE（Times Higher Education）
世界大学ランキング国別ランクイン大学数

（出典）「Times Higher Education World University Rankings 2021」より 国立大学協会事務局作成

（注）平和賞、文学賞を除く
（出典）Nobel Prize. Org のウェブサイトより国立大学協会事務局作成

アメリカ 181

中国 91

イギリス 101

インド 63

ブラジル 52

スペイン 50
イタリア 49

1,526
校

その他 644

トルコ 43
フランス 41

イラン 47

ドイツ 48
ロシア連邦 48

日本 116

国立大学 57
公私立大学 59

外来診療請求額 入院診療請求額

2,741

1,986

（②/①）

2019

（注１）2021 年 6 月現在
（出典）国立大学協会事務局作成 （注１）2021 年 6 月 14 日現在　

（注２）自治体からの要請へ協力する大学の対応において、合計大学数が 58 を越えるのは、
複数回答している大学も存在するため

（出典）国立大学協会事務局作成

自治体から要請があった
大学の対応

58大学

自治体からの要請へ協力する
大学の対応

15.5％
9

84.5％
49

18

39

11

（単位：大学）

（単位：大学）

（単位：大学）

●協力する・している
●検討中

接種会場を
提供する

医療従事者を
派遣する

その他

ワクチン接種実施
希望大学数 54

5（6 テーマ）

20（29 テーマ）

9（10 テーマ）

21（27 テーマ）

8（8 テーマ）

11（17 テーマ）

23（30 テーマ）

TOPICS

上記研究活動については、二次元コードもしくは下記URLよりご覧いただけます。
https://www.janu.jp/wp/wp-content/uploads/2021/08/b19gou-kennkyuu.pdf




